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購買力損益の認識と貨幣項目の評価
岡部孝好
はしがき
購買力損益 (purchasingpower gains or losses)の発生が一般物価水準
が変動する間における貨幣項目の保有に起因する点については何人にも異論
のないところである。一般物価水準が変化している時に貨幣項目を保有すれ
ば，特に回避する方策を採らない限り，利得又は損失が自動的に発生して，
その保有者の経済状態に実質的な影響を与える。それゆえ，インフレ時に貨
幣項目を保有することはそれ自体として一種の投機を意味する。 トーマスは
次のように述べている。
「ドルの価値が変化する期においては，貨幣項目を保有する会社は通貨に投機し
ているかヘッジしているかのいずれかである。このことは，会社が意図してそうす
るか否かにかかわりなく真実である。価格の不安定性と貨幣項目の配置とを所与と
すると，ヘッジか投機かが自動的に進んでいる。インフレーションでは貨幣資産の
保有者は投機的購買力損失をこうむり，デフレーションでは利得を得る。反対のこ
(1) 
とは負債にもいえる。」
(1) Arthur L. Thomas, Revenue Recognition, Michigan Business Reports 
No. 49 (Ann Arbor, Michigan: The University of Michigan, 1966), pp. 20 
-21. 
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しかしながら，購買力損益の発生の過程がこうであるからといっても，こ
のことはそれが購買力修正会計において発生と同時に隠識されることを必ず
しも意味するわけではない。それがいかに発生するかということとそれをい
かに測定するかということはあくまで別個の問題である。測定とは先在する
ものに対する数の割当てにすぎないし，またこの測定のルールにも種々のも
のがありうるのである。
この購買力損益の測定にあたってどのようなルールを適用するかが購買力
修正会計の重要な課題を形成しているが，それは直赦的には利得叉は損失を
認識するタイミングの選択に関する。発生した購買力損益は，それが資本修
正項目とみなされる場合を除けば，いずれかの期間の純利益計算に算入され
るのであり，したがって問題はそれをいつ認識するか，具体的にいえば発生
基準 (accrualbasis)によるかそれとも実現基準 (realizationbasis)によ
(2) 
るかにあるといえよう。しかし，それにもかかわらず，このことが同時にま
た貨幣項目の評価問題にも深くかかわっていることが見落されてはならな
1,ヽ
購゜買力修正会計における貨幣項目は，いうまでもなく一般物価水準の変動
に応じてその価値を変化させるものであって，も早や不変の価値をもつもの
ではない。期末又は処分時における貨幣項目の価値が取得時のそれとは異な
るからこそ投機が行われうるのであり，それゆえこの投機の成否に会計的隠
識を与えるためには，その前に貨幣項目の価値を評価する手続が採られなけ
ればならない。まず貨幣項目の価値の変化が測定されてはじめて，その変化
による利得又は損失の認識が可能にされるのである。
商品のような非貨幣項目を評価する方法に種々のものがあって，そのどれ
を採用するかによって利益認識時点が異なってくることは既によく知られて
いる。ところが，同じ問題が貨幣項目の場合にも生じうるという点はとかく
看過されがちである。貨幣の評価にも幾つかの代替的方法が存在するのであ
(2) 拙稲，「購買力損益の実硯をめぐって」，関西大学商学論集，第24巻第4号 (1979
年10月）， 59頁以下。
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り，またそうであるから購買力損益の謡識に関して代替的基準が登場してく
ることになるのである。貨幣項目の場合であれ非貨幣項目の場合であれ，評
価の問題と利益認識の問題は一枚の硬貨の裏と表と同じ開係にあるものであ
って，別個のものではありえない。特に貨幣項目に関してはこの点が等閑に
付され，このことから無用の混乱が生じていると思えるので，以下ではこの
(3) 
点を明らかにしてみることにしよう。
I 硯在購買力基準と発生基準
周知のように，購買力修正会計における最も重要な概念のひとつは「貨幣
項目」 (monetaryitems)であるが，ぞの説明にあたって，一般物価水準の
変動に影響されないのが貨幣項目であるとか，一般物価水準の変化に対する
修正が不要なのが貨幣項目であるという表硯がなされる場合が少なくない。
たとえば，次の文がその好例である。
「貨幣項目とは，その金額が法律または契約により固定されているものであり，
(4) 
したがって物価水準変動の影響をうけないものである。」
「貨幣項目は，硯在の一般購買カドルで自動的に表示されており，したがって物
(5) 
価水準修正は必要とされない。」
このような貨幣項目の特徴づけはむろん誤りではない。技術的にはた’しか
(3) 購買力損益をめぐる諸説の中には， 負債の購買力利得は借入資金によって調
達された非貨幣資産の原価控除を表わすものであり，それゆえ，それはかかる資
産の販売又は利用につれて実現すると考えられるとする， やや特異な見解があ
る（拙稿，上掘， 72頁以下参照）。しかし， この見解は立論の基礎を全く異にす
るものなので，ここでは取り上げないことにしたい。
(4) Accounting Research Division, American Institute of Certified Public 
Accountants, Reporting the F加incialEffects of Price-Level Changes. 
Accounting Research Study No. 6 (New York: AICPA, 1963), p. 138. 
片野一郎監訳「物価水準変動財務報告」（同文舘，昭和47年）， 167頁。
(5) Sidney. Davidson, Clyde P. Stickney and Roman L. Weil, Inflation 
Accounting, A Guide for the Accountant and the Financial Analyst (New 
York: McGraw:-Hill Book Co., 1切6),p.17. 
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にその通りである。しかし，物価水準の変動の影蓉をうけるがゆえに購買力
損益が発生し，また修正されるがゆえにそれが認識されるという事実からす
れば，これらは必ずしも妥当な表現とはいえない。少なくとも人をして誤解
させかねない。
貨幣項目に及ぼす物価水準変動の影響がどのようであるかは，通常の期末
基準法の代りに期首基準法（又は基準日基準法）を採用してみれば，自ずと明ら
かにされる。たとえば，期首に取得した現金1,500万円を期末まで保有して
いたところ，その間に物価指数が100から 120へ上昇したとしよう。この物
価水準の上昇は，期首を基準にする場合，現金1万円の購買力を 1万円から
0.83万円（＝い器）へ低下させたことを意味するから，期末に保有する現
金1,500万円は1,250万円(=l,500X0.83)へ評価減されなければならない
であろう。期首に取得された1,500万円の価値は，物価水準の変化の結果と
して期末までに250万円だけ下落しているのである。
このような平明な事実が時に暖昧にされるのは，普通の場合には期首基準
法の代りに期末基準法が採用されるからである。この方法による場合，測定
の基準点は期末の物価水準の方に置かれ，過去の取引価額の修正はすべてこ
れとの関係において行われる。先の例でいえば，期末の1,500万円は今度は
1,500万円と評価されうるが，同額の期首の現金は1,800万円（＝1,500Xl.2)
に等しいと考えねばならない。物価水準が20%上昇したとすれば，期首の貨
幣は期末貨幣の1.2倍の購買力をもっていたといえるからである。かくして
この場合には，硯金は1,800万円から 1,500万円へと減価し， 300万円の減損
が生ずる。絶対額は異なるが，物価水準の変化のために16彩の減価が貨幣に
(6) 
生じている点は期首基準法の場合と変わらない。実際，期首基準法と期末基
準法との間にはいかなる時点の購買力単位を採用するかの差異があるだけで
(6) いうまでもなく，期末購買力単位で測定した 300万円の減損は期首購買力単位
で測定した250万円の減損と同等である。 このことは後者を次のように一期だけ
前転 (roll-forward)させてみれば明らかなことである。
250万円Xl.2=300万円
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あって，本質的な差異があるわけではない。
一般に支持されている手続によれば，貨幣項目は，期末基準法の場合，期
末貸借対照表にその名目額で表示される。 1,500万円の現金はやはり1,500万
円の額面額で表示される。しかし，このことは，物価水準の修正を行わない
ということでは決してない。それは「物価水準修正を期末ドルで行う場合に........．．．.. (7,) 
は，貨幣資産と貨幣負債は自動的に修正されているといえる」からにほかな
(8) 
らない。ヨリ正確にいえば， 「二つの記入手続を短縮して，結合して」いる
のである。
購買力修正会計において必要とされる最初の修正手続は，貨幣項目であれ
非貨幣項目であれ，指数を用いて原始取引日の名目貨幣金額を特定時点の購
買力単位数に書き直す (restate)ことである。期首に取得した硯金 1,500万
円は期首基準法の場合には1,500万円に，期末基準法の場合には1,800万円に
まず第一に書き直すことが不可欠である。この書き直し後の金額は，も早や
歴史的取引価額ではないが，原始取引金額を特定時点の購買力単位数で表現
し直したものといえ，したがって取得時の歴史的購買力 (historicalpur-
chasing power)を表わすといえよう。ところが，貨幣項目の金額は人為的に
固定されているため，同じ購買力単位で表わしても，期末時点に貨幣項目が
もつ購買力はこの歴史的購買力と異なってくる。物価水準の変動によって貨
幣項目が期末に有する硯在購買力 (currentpurchasing power)はその歴史
的購買力を上回ったり下回ったりするであろう。 1,500万円の現金の歴史的
購買力は期首基準法によれば1,500万円，期末基準法によれば1,800万円であ
るが， 100から120へという物価指数の上昇によりその現在購買力は期末には
それぞれ1,250万円叉は1,500万円へと下落しているのである。そこで，この
価値下落の事実を勘定に認識するとすれば，書直しによって得た歴史的購買
力を期末の硯在購買力へ再度修正しなければならないことになる。すなわ
(7) Accounting Research Divisi:>n, American Institute of Certified Public 
Accountants, op. cit., p. 146.上掲訳176頁。傍点追加。
(8) Ibid., p. 11．上揚訳17頁。
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ち，評価替を実施する必要性が生ずる。この評価替の結果として評価損益が
認識されるがi それこそ購買力損益と呼ばれるものにほかならない。 ARS
第6号は，この購買力損益が，名目貨幣金額から歴史的購買力へ，歴史的購
買力から現在購買力へという二つの修正ステップを経て認識されるものであ
ることを次のように説明している。
「「貨幣項目」についていえば， 一時点においてこれらの項目に付されたドル金
額もまた， 他のある時点のドルで書替えることができるが，「非貨幣項目」の場合
と異なり， その書替を， そこまででストップすることはできない。……貨幣項目
は， 満期日にはその額面の価値を有し， それ以上でも以下でもないから，「正味貨
幣項目」9の残高を保有することによって生ずる利益ないし損失が，会計データの書
(9) 
替えの結果として出現することになる。」
購買力損益を発生せしめるのは物価水準の変動そのものであるから，この
ようにして原始取引日の歴史的購買力を期末に現在購買力へ評価替え，それ
によりこの物価水準の変動の影善を貨幣項目の価額に忠実に反映させると，
その期に生じた利得又は損失はその期のうちにすべて認識済となることは明
らかである。現在購買力基準によれば，期中に発生した購買力損益は発生と
同時に勘定に認識されてしまう。
このように，購買力損益を発生基準で認識するためには現在購貿力基準を
採用することが必要になるし，また現在購買力基準によれば，繰延等特別の
手続を採らない限り，発生した購買力損益は自動的に勘定に認識される結果
になる。また既述のように，期末基準法によれば貨幣項目の期末の額面金額
は既にその時の現在購買力を表わしていて，期首基準法によれば必要とされ
るような調整は一切必要とされない。それゆえ，購買力損益を発生基準で駆
識しようとする場合には期末基準法が最も便利な方法になる。この方法によ
れば，特別な方法を構ずるまでもなく貨幣項目はその硯在購買力で表示され
うるし，またそれに伴って購買力損益の当期発生額が計上されることになる。
それは修正後の貸借を一致させる金額として自動的に導かれるものにほかな
(9) Ibid., p. 1.上掲訳16頁。
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らないのである。発生基準の適用を支持する ARS第6号は， その前提に立
って次のように説明している。
「非貨幣項目の修正がすべて済んでしまった後で，一組の財務諸表を貸借一致さ
せるのに必要な金額となるのが， 貨幣項目に生ずる購買力損益である。 したがっ
て！たんに純購買力損益の金額だけを知りたいのであれば，これ以上の計算を全く
(10) 
必要としない。」
I 歴史的購買力基準と実硯基準
今日の最も支配的な見解はいうまでもなく発生基準によって購買力損益を
(il) 
慰識しようとする上の方式であるが，これに全く問題がないわけではない。
購買力修正会計は測定単位を変えても測定の原則を変えるものではないと主
張する一方で，伝統的会計の最も重要な原則である実現原則を否定してしま
うのは明らかに矛盾している。また実際面からしても，具体的裏付けを欠く
利益を報告すれば，これによって企業の存続が危うくされかねないという事
情もある。ギャリング（負債比率）が著しく高い企業の場合には，購買力利得
が報告利益を著しく膨張させがちであるが，それは貨幣の数量的増加を伴わ
ぬ表見的な利益にすぎないから，その配当の結果として資金的困難に陥るお
それがあるからである。かくして，これらの点からすれば，購買力損益の認
識をその実現時まで延期するという課題が浮び上がってくる。
(10) Ibid., pp.144-145．上掲訳175頁。
(11) この点についてはたとえば次のものをみよ。
Financial Accounting Standards Board, "Financial Reporting in Units of 
General即 rchasingPower, " Proposed Statement of Financial Accounting 
Standard, Stamford, Conn., Dec. l切4, para. 48; American• Institute of 
Certified Public Accountants (AICPA), "Financial Statements Restated for 
General Price Level Changes,'.'Statement of the Accounting Principles 
Board No. 3, June 1969, para. 41; Institute of Chartered Accountants in 
England and Wales, Accounting Standards Steering Committee, "Accounting 
for Changes in the Purchasing Power of Money," Provisional Statement 
of Standard Accounting Practice No. 7, May 1974, Para. 18. 
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伝統的会計の実現基準が購買力損益の認識にも適用可能であることは古く
から知られていた事実である。疇スイーニィはつとにこの点を指摘している
(12) 
し，またペイトンも1941年の著書の中で次のように述べている。
「（伝統的会計における実現・未実混の区別に関する）これらの考え方はドルの
価値の変化から結果した利得と損失にも容易に適用することができる。たとえば，
ある金額の現金の取得以降におけるドルの購買力の増加から結果した利得は，その
現金が引き続いて保有されているかぎり未実硯で，当該資金が支出される時に実硯
される一つまり究極の終結に至る。同様にして，物価水準の下落又は上昇の結果
として受取勘定又はその他の貨幣請求権に付着する購買力の利得又は損失も，それ
ら資源が当初の形態にとどまっているかぎり未実硯であり；回収又はその他の処置
(13) 
により実硯される。」
この実硯基準によれば，現金の場合にはそれが支出に充てられるまで，債
権の場合にはそれが回収されるまで，そして債務の場合にはそれが弁済され
るまで購買力損益は認識されない。すべての取引が現金を通じて行われるも
のとすれば，要するに，その認識は収入・支出によって確証された時にはじ
めて行われるのである。ちょうど商品販売損益がそうであるように，市場に
おける交換の存在がその測定の前提条件になる。
もちろんこの実現基準による場合であっても，手続的には，まず発生購買
力損益を測定しておいて，その中から未実硯損益を除去する方法が採られる
のが普通である。当期発生分を実硯部分と未実硯部分とに分離し，更に後者
を貸借対照表を通じて翌期以降に繰り延ぺる手続がとられることが多い。未
実現損失を繰延損失として貸借対照表の借方に，また未実現利得を繰延利得
として貸借対照表の貸方に計上し，これによってその期の利益計算から未実
(12) Henry Sweeney, "Technique of Stabilized Accounting," The Acco叩伽g
Review, Vol. X (June 1935), p.186. 
Henry Sweeney, Stabilized Acounting (Harper & Brothers, New York, 
1936)., p. 75. 
(13) William Andrew Paton, Advanced Accou”伽 g(New York: Macmillan, 
1941), p. 739. カッコ内は挿入。
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現損益を排除するのである。この結果，利益計算に算入される金額は当期実
現部分に限定されるとともに，貸借対照表上の貨幣項目の価額にも実質上の
修正が加えられる。
実硯基準が適用される場合であっても，一般に，貨幣項目の評価は歴史的
購買力基準では行なわれない。その取得時の歴史的購買力がたとえ1,800万
円であっても，期末現在の購買力が額面の1,500万円にしか値しなければ，
その硯金は期末貸借対照表において当然に1,500万円で表示されなければな
らないと考えられる。しかし，このことに伴って顕硯してくる 300万円の評
価損は，実硯基準による場合には現金が保有され続けられている限り，利益
計算に算入されてはならない未実硯の損失であるから，将来この硯金が支出
される時まで貸借対照表において繰り延べられなければならない。この繰延
処理の結果，硯金の貸借対照表価額の1,500万円には未実硯損失300万円が
追加され，その実質的価額は1,800万円になる。すなわち，未実現損失の繰
延を通じて，元の歴史的購買力へ再調整されてしまう。
このことからも明白なように， 貨幣項目が貸借対照表にその現在購買力
一期末基準法の場合には額面額ー―ーで示されていても， 繰延未実現損失や繰
延未実硯利得がある場合には，その実質上の評価額はその金額ではない。額
面額と繰延額とを合計した額がそれであり，またこの金額は歴史的購買力に
等しい。したがって，実現基準を適用するということは，資産・負債の側面
がらいえば，歴史的購買力基準を適用することにほかならないし，また逆に
歴史的購買力基準を適用するということは購買力損益を実現基準で認識する
ことを意味する。この重要な関連が時として見失なわれるのは，ー担は硯在
購買力基準が採用され，それがその後に歴史的購買力基準に復元されるから
である。この手続を短絡させ，当初から歴史的購買力基準を適用してみれば
この事情は明らかである。その現在購買力をあえて無視して，支出時までそ
の取得時の歴史的購買力の1,800万円で評価し続けるなら繰延の手続を採
らずとも， 未実現損失の300万円が利益計算に算入されるような事態は生じ
えない。
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皿 貨幣の流れの仮定
ところで， 購買力損益の認識をこのように実硯基準で行おうとすれば，
「貨幣の流れ」 (moneyflow)の仮定を選択するという問題に直面する。処
分された貨幣項目の損益が実現損益で未処分の貨幣項目の損益が未実硯損益
であるとすれば，どの項目が処分されどの項目が残留するかを決めるルール
がない限り，それぞれの金額を具休的に決定することは不可能であろう。貨
幣項目の評価の見地から表現すれば，期末の貨幣項目の残高がどの日の取得
分によって構成されているかがわからなければその歴史的購買力の大きさは
測定しえないことになる。ここに貨幣の流れの仮定が必要にされる理由があ
る。コーグランは次のように述べている。
「いわゆる未実硯利得，つまり企業内に残留する貨幣請求権に付着する利得を決
定するためには，一体どの貨幣請求権が企業内に残留しているのかを決めることが
必要とされる。それは最も最近に受け取られた貨幣請求権であろうか。それとも最
も最近に受け取られた貨幣請求権は企業に入ってくるや否や出て行き，過去のある
(14) 
時に取得した貨幣請求権が残るのであろうか。」
たとえばいま先の例を手直しして，物価水準が100であった期首と物価水
準が110であった期央にそれぞれ現金1,500万円が取得され，物価水準が120
に達した期末にその中から 1,500万円が支出されたとしよう。この場合，期
首取得分が処分されたと仮定すると 1,800万円で取得した現金を 1,500万円
で手放したことになるから 300万円の損失が実現されるが，後から入ってき
た期央取得分が処分されたとすると 1,、636万円 (=l,500X噸屈）で入手した
現金を 1,500万円で手放したことになるから 136万円の損失が実現されてく
る。またこれに伴って，貸借対照表上の現金の歴史的購買力の価額も実質的
に異なったものとなる。この差異は次の第1表の通りである。
(14) John W. Coughlan, "Applicability of the Realization Principle to Money 
Claims in Common Dollar Accounting, " The Accou”伽 gReview, Vol. XXX 
(January 1955), p.107. 
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第 1 表
期首分を処分した場合 期央分を処分した場合
実硯損失 300万円 136万円
未実硯損失 136 300 
合計＊ 436万円 436万円
期末現金残高（硯在購買力） 1,500万円 1,500万円
期末繰延損失（未実硯損失） 136 300 
現金の歴史的購買力 1,636万円 1,800万円
＊この場合，合計は当期発生額に等しい。
この計算において個別法は一見したほど合理的な方法ではない。たしかに
債権・債務についていえば，どの口が清算されたかが重要でないとはいえな
(15) 
いし， したがって，スイーニィも指摘しているように，受取勘定等について
は個別法を適用する余地が全くないわけではない。しかし，個別法を現金の
場合に適用すると，支出に充てられた紙幣がどれであったかによって実現損
益の金額が異なってくることになろう。コーグランの表硯を藉りると，結果
・ (16) 
は「支払をなす際に引出しの中にどれ位深く手を入れるかに依存する」こと
とならざるをえない。 それゆえ，実際上， 問題は， 先入先出法， 後入先出
法，あるいは平掏法といった系統だった諸仮定の中からどれを選ぶかという
ことになってくる。「この仮定が行われないと， 実現は行きあたりばったり
(17) 
の命題に化し， 結果はきわめて移り気なものとなりやすい。」からである。
これらの諸方法の中で，対照的な結果を示すのは先入先出法と後入先出法
である。物価水準が傾向的に上昇する場合，貨幣項目の価値はヨリ古い日付
のものが「高く」， ヨリ新しい日付のものが「安い」。それゆえ，最も古いも
のから順次回転するという仮定に立つ先入先出法によれば， 「高い」 ものが
(15) Henry Sweeney, "The Technique……,’'op. cit., p. 191. 
(16) John W. Coughlan, op. cit., p.108. 
(17) Ralph Coughenour Jones, Effects of Price Level Cha~ges on Business 
Income, Capital, and Taxes (Salasota, Fla: American Accounting Asso-
ciation, 1956), pp. 36-'37. 
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先に処分され「安い」ものが後に残されるから，期末の貨幣項目の歴史的購
買力は相対的に低く，また実硯損益の額は大きくなる。貨幣資産の回転と貨
幣負債の回転がほぽ等しいといいうる流動項目の場合には，それらの規模が
ほぽ等しい限り，いかに多額であっても実現利得は実硯損失によって結局は
相殺されてしまうであろうし，またそうであるからこのことは結果に重要な
影響を与えないといいえよう。しかし，稀にしか弁済されない巨額の長期的
な債務がある場合にはこの点はきわめて重大である。償還に伴い多額の購買
力利得が突如として実硯され，これが期間利益の安定性を著しく阻害するこ
とになりがちだからである。
これに対して後入先出法によれば，後から取得されたヨリ「安い」貨幣項
目が先に処分されるから；実現購買力損益は相対的に小さくなるが貸借対照
表価額は高くなる。上の例でいえば，期央に取得された1,500万円（期末購貿
カ単位で1,636万円）の方が支出に充てられ，期首に取得された1,500万円（期末
購買力単位で1,800万円）が残留するのである。この残留分に生じた購買力損失
はこの硯金が翌期に支出されればその時に実現されるであろう。しかし，翌
期においても，あるいはそれ以降においても，後から取得される硯金が先に
使われるのだから， 後続の各期末の現金がこの1,500万円の水準を下回らな
い限りそれが実硯損失に転化することはありえない。かくして，この場合に
は，「たとえば， 現金はある最低水準を下回ることはないのだから， かかる
最低水準に生じた購買力損益は企業の存続期間中には実現されえないと主張
(18) 
されうる」ことになる。
この後入先出法の効果も流動項目よりもむしろ固定項目，特に長期負債に
ついてヨリ重要である。この方法によれば，たとえ借継ぎが行われても負債
残高が変わらなければその「恒常有高」に生じた購買力損益は実硯されず，
わずかにそれを上回る超過負債に生じた損益だけしか利益計算には算入され
ない。それゆえ，その資本構造が十分に安定的な会社は事実上永久に購買力
損益の報告を回避することができるし，また同時に恣意的な利益の報告も防
(18) Ralph Coughenour Jones, Ibid., p. 20. 
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止することができる。この場合，たとえ借継ぎのクイミングが操作されても，
それによって累積された購買力損益が実硯されたり実現されなかったりする
ことはありえない。長期負債の総額が不変に維持される限りそれは永久に未
実硯の段階にとどまり，顕在化することはないのである。そこで，長期負債
の購買力損益の隠識を避けようとする人々はどちらかといえば先入先出法よ
りも後入先出法の方を支持する。ジョーンズとペイトンがその例である。
「……すべての債務を返済することに努める個人にとっては最も古い債務が最初
に返済されると仮定するのがおそらく論理的であろう。しかし，長期債務をその財
務構造の永久的な一部として持ちつづける会社にとっては，後に追加されたすべて
のものが取り払われてしまった後においてのみ，最初の層又は一番下の層の債務が
(19) 
取り払われると仮定するのが合理的と思える。」
「しかしながら，弁済された負債が同一ドル額の他の社債ないしそれに関連する
債務に取って代えられる場合， 債務者側による真の利益の実硯はないということ
を，あるアナリストが提唱したことがあり，この提案にメリットがないでない。い
い換えると，未返済の長期負債のドル合計額が減らないかぎり，債権者•投資家の
(20) 
犠牲による借手会社の利得は潜在的なものの域を出ないと主張できる。」
いずれにしても，このように購買力損益の金額は，したがってまた歴史的
購買力の金額はどの貨幣の流れの仮定によるかによってはなはだしく異なっ
てくるのであるが，にもかかわらず，どの仮定が妥当であるかは今日なお不
明である。実際の流れに合致する方法が必ずしも合理的でないことは個別法
が最良の方法でない点からも明白であるし，かといって他に選択原理がある
(21) 
わけでもない。かくして，実硯基準による場合には，特に長期負債に対し先
入先出法を適用するかそれとも後入先出法を適用するかについて深刻な対立
(19) Ibid., p. 36.なお， ジョーンズは最終的にはこの方式も否定して，資本修正
法の方に与する。
(20) William Andrew Paton and William Andrew Paton, Jr., Corporation 
Accounts and Statements (New Yqrk: Macmillan, 1955), p. 552. 
(21) コーグランはこのことをその根拠のひとつにして．実現基準の適用に反対し
ている。 JohnW. Coughlan, op. cit., pp.109-113. 
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が残される。
w 二基準の折衷
先入先出法によるにせよ後入先出法によるにせよ，このような実硯基準が
採用される場合，論理の首尾一貫性に忠実であろうとすれば，当然のことと
してそれはすべての貨幣項目に例外なく適用されなければならないであろ
う。しかし，実際には，こうした立場が厳守されるケースは稀である。すべ
ての貨幣項目に実現基準を適用しようとしたスイーニィの所説はむしろ例外
(22) 
に属する。むしろ一般には， 実現基準の適用対象はある種の項目に限定さ
れ，発生基準との折衷がはかられることが多い。購買力利得には実硯基準を
適用するが購買力損失には発生基準を適用するというのがそのひとつの例で
あり，また固定的貨幣項目の損益には実硯基準を適用するが流動的貨幣項目
の損益には発生基準を適用するというのがもうひとつの例である。これらに
ついてやや詳しくみてみよう。
ある論者によれば，「GPL（一般物価水準修正）損益計算書において物価
水準損失は認識されるべきであるが，物価水準利得は認識されるべきではな
(23) 
い」という考え方が存在する。ここで「認識されるべき」とか「認識される
べきでない」というのはもちろん発生基準の見地からの表現であるから，こ
の方法を適用するということは明らかに利得に対してのみ実現基準を適用す
ることを意味する。すなわち，保守主義の原則に従って，予想される損失は
(22) スイーニィは現金に対してさえ実硯基準を適用しようとした数少ない論者の
ひとりであるが， 彼の場合， 実現基準は単に区分のための基準にすぎず， 利益
の金額に影響を与えるものではない。それゆえ， 皮肉な見方をすれば， 実硯基
準の役割を予め後退させていたから， そのような非硯実的な主張が可能であっ
たということができよう。 なおこの点に関しては，拙稿，上掲， 61頁以下を参
照されたい。
(23) Alan D. Stickler and Christina S. R. Hutchins, General朽 ice-Level
Accou”伽 g,Described and Illustrated, (Toronto, Canada: The.Canadian 
Institute of Chartered Accountants, 1975), p. 12. カッコ内は挿入。
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ただちに隠識するが利得は交換によって立証されるまで認識しないという立
場を採るのである。
既述のように，発生基準と現在購買力基準は，また実硯基準と歴史的購買
力基準はそれぞれひと組の会計基準を成すものであるから，このことは，貨
幣項目．の評価の側面からいい直せば，これら二つの評価基準を選択適用して
いることになる。資産の場合についていえば，その硯在購買力が歴史的購買
力を下回る時には現在購買力まで評価減して損失を駆識するが，反対の時に
は歴史的購買力に据置いて利得の認識を行わない。また負債の場合について
いえば，その現在購買力が歴史的購買力を上回る時には現在購買力まで評価
増を行って損失を計上するが，反対の時には歴史的購買力で評価して発生し
た利得を隠識しない。すなわち，資産は常にヨリ低い方で，負債は常にヨリ
高い方で評価する方法を採用し，これによって保守主義の目的を達しようと
するものである。これは明らかに伝統的会計における低価法思考の発硯以外
の何ものでもない。
他方，もうひとつの見解によれば，固定項目，特に長期負債から生じた購
買力損益には実現基準を適用する必要があるが，流動項目に生じたものには
そうする必要はない。回転が速いのが流動項目の特徴であるから，発生と実
現の乖離は無視しうるほど小さいというのがその主要な理由であるが，ヨリ
積極的な理由もある。通常の商品販売益が現金や受取勘定の取得によって実
現されるのであれば流動項目に生じた購売力損益も同じ意味で発生当初から
実現されているというのがそれである。というのは，それらの購買力損益は
発生と同時に流動項目の中に具体化されるものだからである。ジョーンズと
ペイトンは次のように述べている。
「他方，硯金は一般購貿力そのものだから，増減はいずれも即時かつ自動的に実
硯されると主張されうる。あるいは中間ーの立場として，硯金，受取勘定及びその他
の流動的貨幣資産の回転は比較的速く，したがって購貿力損益はすぐさま実硯され
ると指摘されえよう。いかなる立場が正しいにせよ，実硯の問題は，それが長期債
務にそうであるよりも，流動的貨幣資産における方がヨリ重要でないというのが事
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実であるように思える。・・・・・9• したがって，未実現部分から実硯部分を分離しようと
はせずに，一般物価水準の変動が生じた時にそれらを全部認識するのが適切に思え
翌？」
「もうひとつの主要な見解は，取引又は状態の結果が現金とその関連資産に，ぁ
るいは流動負債に具体化するに至った時に実硯が達成されると考えるものである。
これら二つの可能性の中で，この第二のアプローチが総じてヨリ有益で，会計人が
一般にとっている立場にヨリ調和しているように思える。流動負債の認識は実質的
に支出と同じ効力をもつと長らく考えられてきたし，また流動的な受取勘定はずっ
と収益の記帳のための適切な基礎を提供するとみなされてきた。それが手持塊金
一購買力そのもの＿になっている時に，実際の支払があるまで価値の増減は実
(25) 
硯されないという主張に正当な理由を見い出すのは困難である。」
この方法によれば流動的貨幣項目は現在購買力基準で評価されるのに対し
て非流動的貨幣項目は歴史的購買力で評価される。個々の貨幣項目が流動的
であるか否かによって二つの基準が選択適用される点に特徴があるのであ
(26) 
り，それゆえ外貨換算会計の用語を藉りれば流動・非流動法 (current-non-
current metnod) と呼ぶことができよう。
この流動。非流動法と先の低価法は，現在購買力基準に属するものでも歴
史的購買力基準に属するものでもない。まさにそれらの折衷基準である。そ
れゆえ，これらはいずれとも異なる新しい基準であるとも主張されうるが，
それ自体として独立して存立しうるものではない。これらの方法が成立しう
(24) Ralph Coughenour Jones, op. cit., pp. 20-21. 
(25) William Andrew Paton and William Andrew Paton, Jr., op. cit., p. 550. 
なお厳密にいえば， ジョーンズが実現・未実現問題を暖昧なままに放置してい
るのに対して， ペイトンは明確に両者を区別して，実硯部分のみ利益に算入す
る方法をとっている。この点において両者の間には大きな隔りがある。
(26) Cf. Financial Accounting Standards Board, Statement of Financial 
Accounting Standards No. 8, "Accounting for the Translation of Foreign 
Currency Transactions and Foreign Currency Financial Statements," 
(October, 1972) paras. 129-132. 
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るためには，それ以前に現在購買力基準と歴史的購買力基準が存在していな
ければならない。根本的な対立はあくまで硯在購買力基準と歴史的購買力基
準との間にあるのであり，この対立を緩和する中間的な形態として低価法と
流動・非流動法が提唱されているにすぎない。それらはすぐれて実践的では
あるが，論理的に首尾一貫した方法とはいい難い。
結ぴ
既に別稿でも明らかにしたように，購買力損益の駆識に関しては古くから
様々の方法が提唱されてきており，また今日においてもこの点については論
（町）
者の間で鋭い意見の対立がみられる。しかし，このようにみてくると，この
対立が一体どのようなものであるかは既にわれわれには明白である。それ
は，もうひとつの側面からいえば貨幣項目の評価問題にほかならないのであ
る。特異な考え方を除く（注(3)参照）と， それは次の4つの評価基準に還元
されうる。
(1) 現在購買力基準
(2) 歴史的購買力基準
(3) 低価法
(4) 流動・非流動法
これらの中で歴史的購買力基準が全部的又は部分的に関与する(2)~(4)には
貨幣の流れの仮定の問題が生ずるから，更にその選択をめぐる意見の対立が
加わる。たとえば，それらの中から低価法を選択する場合であっても，先入
先出法と後入先出法のいずれを適用するかに関する対立が派生しうる。
したがって，このように整理してみると，購買力損益の認識問題が，購買
力修正会計特有の問題であるかのようであって，実は決してそうではないこ
とがわかる。たしかに，上の代替的諸基準のうち(4)の流動・非流動法は，そ
れが貨幣項目であるがゆえに適用されるものであり，したがって購買力修正
（町） 拙稿，上掲， 57頁以下参照。
18(132) 第 25巻第 2 号
会計ー一及び外貨換算会計—独特の方法であることは明白である。しかし，
それを除けば， それぞれの方法は棚卸資産会計における時価基準 (current
value basis)， 歴史的原価基準 (historicalcost basis) 及び低価法 (cost
or market, whichever is lower)に正確に対応するものであるし， また貨
幣の流れの仮定の問題は棚卸資産会計においては物の流れの仮定の問題で
ある。ここでの評価の対象は貨幣項目であって棚卸資産ではないが，それに
もかかわらず棚卸資産会計で生ずるのと全く同一の評価問題がここに形を変
えて硯われてきているにすぎないのである。
伝統的会計では貨幣が測定の公分母になるから貨幣項目については評価問
題は生じる余地はない。しかし，物，すなわち非貨幣項目についてはその物
量をいかにして公分母たる貨幣の数量に換算するかという困難な問題が解決
されなければならない。物量を貨幣数量に変換するには単価—評価係数ー一
を乗ずる手続をとる必要があり，その単価をどのようなJレールによって選定
するかについて代替的な考え方が生じているのである。これに対して，購買
力修正会計では測定の公分母は貨幣単位から購買力単位に移されてしまうか
ら，貨幣項目の数量も非貨幣項目の数量も共に特定時点の購買力単位数に換
算されるべきものとなり，したがってそれぞれに適したルールにしたがって
各数量に「単価」が適用されなければならないことになる。非貨幣項目のみ
ならず貨幣項目もまた評価を受けなければならない。この場合における「単
価」は貨幣項目の場合と非貨幣項目の場合とでは著しく異なる外観を呈して
おり，またその名称も同じではないが，しかし本質において異なるものでは
ありえない。評価のプロセスにおいてもまたそれに代替的方法がある点にお
いても両者の間に根本的相遮があるわけではなく，問題そのものは同質的な
のである。棚卸資産会計において生じるのと同じ評価基準選択問題が購買力
修正会計では貨幣項目に生じてくる理由はここにあるといいえよう。
